
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度
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給与水準の適正度   （国との比較）
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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類似団体平均

芦北町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
①財政力指数……類似団体７４団体中６７位と財政基盤は極めて脆弱である。昨年と比較すると０.０６ポイント改善した
が、収入として計上される減税補てん債（１００％交付税措置。九州新幹線償却資産に係る減収見込み額を国が補てん
する措置）を起債したため、基準財政収入額が約６億６千万円増加したことが主な要因で、一時的に歳入が増加したから
に過ぎない。平成１７年度国勢調査において本町の人口は２０,８４０人で、平成１２年度国勢調査時から１,５３３人減少し
ている。地方税額は、人口減少率と相関性が高いため、中長期的に財政基盤は弱くなると予測される。
②経常収支比率……類似団体平均を８.８ポイント、全国市町村平均を１.９ポイント、熊本市町村平均を０.５ポイント上回
り、他市町村と比較して財政構造の硬直化が進んでいる。昨年と比較すると０.９ポイント改善したが、指標を算定する際、
減税補てん債の起債額を収入（経常一般財源）として捉えたため、経常的な歳出は伸びているにもかかわらず、表面上
は財政構造が改善したかのようにみえる。
③人口１人当たり人件費・物件費等決算額……類似団体平均を４５,７３６円、全国市町村平均を３５,２６６円、熊本県市
町村平均を４０,５１６円と大幅に上回った。１７年度の物件費については、合併経費が嵩んだ１６年度と比較して２２.８％
減額したが、他市町村と比較するとまだ削減余地は残されている。今後、行政評価の取り組みを生かし、事業ごとに目的
妥当性・有効性・効率性・公平性を議論し、最小の経費で最大の効果を上げることができるような予算を編成していく。

④ラスパイレス指数……昨年と比較して０.５ポイント減の９１．５となった。類似団体平均を３.３ポイント下回り、職員給与は
比較的低い水準にある。「集中改革プラン」に基づいた定員管理・給与の適正化（５年間で７.９％の人員削減、１.６億円の
人件費削減）等の取り組みを通じて、現在の水準を維持する。
⑤人口１人当たりの地方債現在高……昨年度と比較して５３,１６５円増加した主な理由は、減税補てん債と合併特例債(小
学校改築）を起債したためである（減税補てん債は前述のとおり国策によるもの）。
⑥実質公債費比率……交付税措置がない起債は極力行わないという方針により、類似団体平均から１.９ポイント、全国平
均から４ポイント、熊本県平均から４.２ポイント低かった。年度ごとの元利償還金は１４～１５億円前後で推移すると見込ん
でいる。一般財源は中長期的にみて減少することが確実視され、緩やかな金利上昇期にあることから、新規発行をできる
かぎり抑制する。
⑦人口１,０００人当たり職員数……昨年と比較して０．１６人減少した。類似団体と比較して３.９人、全国市町村平均から３.
６８人、熊本県市町村平均から３.１８人それぞれ上回っている。業務をスリム化し、職員採用を抑制していくことで、早期に
合併によるスケールメリットを出せるようにする。


